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西成区こども生活・まなびサポート事業（登校支援）労働者派遣業務 仕様書 

 

 本仕様書は、西成区こども生活・まなびサポート事業（登校支援）労働者派遣業務に関する業務内

容、その他必要事項を明示したものであり、本業務の実施にあたっては、仕様書の記載事項を忠実に

履行すること。 

 また、派遣労働者を雇用し服務させるにあたっては、労働基準法、最低賃金法、労働安全衛生法、

労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律（以下「労働者派遣法」と

いう。）等の法令を遵守すること。 

 

１ 業務名称 

  西成区こども生活・まなびサポート事業（登校支援）労働者派遣業務 

  （本業務における派遣労働者の呼称を「区登校支援・見守り支援員」とする。） 

   

２ 目的 

  市全体の各種施策により課題を抱える児童生徒のサポート体制は充実しつつあるが、西成区で

は生活困窮世帯が多く、児童生徒の抱える課題が質・量ともに深刻であり、結果として課題解消す

るに至っておらず、家庭や生活習慣の問題からの遅刻・不登校や学習意欲の低下等が課題となって

いる。 

  そこで、サポートが必要な児童生徒に対して、関連事業や関係機関と連携のもと、「電話や家庭

訪問による登校支援」・「別室登校する児童生徒の支援」・「自宅に訪問し、学習支援や相談対応を行

う訪問支援」等個々に応じた寄り添い型の支援を行い、学びの場への定着を図ることを目的とする。 

 

３ 履行期間 

  令和７年４月１日から令和８年３月 31日まで 

 

４ 派遣先（就業先）、派遣人数、就業時間 

別紙１のとおり 

 

５ 就業日及び時間外労働 

 (1) 就業日 

   国民の祝日に関する法律に規定する休日（以下「休日」という。）、年末年始（12月 29日から

１月３日まで）及び各学校の定める学校閉庁日を除く、月曜日から金曜日まで（派遣先の就業日

に準ずる）。 

   ただし、土曜日・日曜日及び休日に授業や学校行事を行う場合等に就業することがあるが、別

途代休の措置を講じるものとする。 

 (2) 時間外労働 

   原則として、時間外勤務は命じない。やむを得ず時間外勤務となる場合は、別途勤務時間の振

替や代休の措置を講じるものとする。 
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６ 業務内容 

  (1) 児童生徒の状況把握 

 (2) 児童生徒の見守り 

 (3) 児童生徒の登校支援 

 (4) 児童生徒が別室登校する校内の居場所における学習支援や相談対応 

(5) 児童生徒の自宅に訪問し、学習支援や相談対応を行う訪問支援 

(6) 児童童生徒の課題解消に向けた児童生徒及びその保護者への必要な施策（基礎学力向上支援

事業、西成区基礎学力アップ事業等や各学校で行っている放課後学習会等の学習支援や家庭児

童相談員等）の情報提供及び参加・利用勧奨 

 (7) 従事場所の整理 

 (8) 業務報告書の作成 

 (9) 児童生徒の支援に関する会議への出席 

 (10) 西成区役所保健福祉課（子育て支援）（以下、本市という。）や派遣先等、事業を遂行する

上で必要となる関係者との連絡調整 

 (11) (1)から(10)までに掲げるもののほか、本事業目的達成のために派遣先責任者及び指揮命令

者からなされる指示に基づく支援 

 (12) (1)から(11)までに掲げるもののほか、本市又は派遣先で実施する本事業目的達成のための

施策の補助 

   

７ 派遣労働者の資格等 

 次の各項にすべて該当するもの。 

(1) 本事業の目的を理解し、次のいずれかに該当する者。なお、契約期間内は原則として同一人物

とすること。ただし本事業の性質上、未成年者に対する性犯罪歴があるなど児童生徒の指導に

ふさわしくない者は従事させないこと。 

   ア 小学生又は中学生の指導や支援経験がある者。 

   イ 教育職員免許状または保育士資格を有している者 

   ウ 医師、社会福祉士、精神保健福祉士の資格を有している者 

   エ 学校教育法に基づく高等教育機関において、児童福祉、社会福祉、児童学、心理学、若し

くは社会学を専修する学科又はこれらに相当する課程を修めて卒業した者 

   オ 小学生又は中学生の不登校支援の経験がある者 

  (2) 児童生徒及びその保護者との意思疎通を円滑に行える者 

 

８ 責任者等の決定 

  業者決定後、派遣元事業主は、責任者及び苦情の申し出を受けるものを決定し、別紙２「派遣先

（就業先）・派遣元体制表」を本市へ提出すること。派遣先の責任者、指揮命令者、苦情の申し出

を受けるものについては、契約締結までに本市で取りまとめる。 

 

９ 派遣労働者の決定 

  労働者派遣法第 35 条により、派遣元事業主は、派遣労働者を決定後、次の項目を本市へ書面で

提示すること。 
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(1) 派遣労働者の氏名及び性別 

なお、派遣労働者の年齢によっては、次の事項も併せて通知すること 

・派遣労働者が 45歳以上の場合は、その旨 

・派遣労働者が 18歳未満の場合は、当該派遣労働者の年齢 

(2) 派遣労働者が無期雇用派遣労働者か有期雇用派遣労働者であるかの別 

(3) 労働者派遣法第 40条の２第１項第２号による 60歳以上の者であるか否かの別 

(4) 派遣労働者に係る社会保険及び雇用保険の被保険者資格取得届の提出の有無 

 

10 派遣労働者を協定対象派遣労働者に限定するか否かの別 

  協定対象派遣労働者に限定をしないこととする。 

 

11 派遣労働者を無期雇用派遣労働者又は 60歳以上の者に限定するか否かの別 

  無期雇用派遣労働者又は 60歳以上の者に限定しないこととする。 

 

12 派遣労働者が従事する業務に伴う責任の程度 

  役職なし、部下なしとする。 

 

13 適用範囲 

 (1) 仕様書に規定する事項は、派遣元事業主がその責任において履行するものとする。 

 (2) 派遣元事業主は、契約書及び仕様書に定めのない事項については、大阪市契約規則及び大阪市

会計規則に従うものとし、その他は必要に応じて派遣先と派遣元事業主との間で協議して定め

るものとする。 

 

14 派遣労働者への研修・指導 

(1) 派遣先は、派遣元事業主から派遣労働者に対して業務の遂行に必要な能力を付与するための教

育訓練の実施の求めがあったときは、これを実施すること。 

(2) 派遣元事業主は、派遣労働者が基本的人権について正しい認識を持ち、業務の遂行ができるよ

う派遣労働者に対し適切な研修を実施すること。また、研修終了後、速やかに別紙３「人権問

題研修実施報告書」を本市まで提出すること。 

(3) 受注者は、障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律に基づき、合理的配慮の提供が適

切になされるよう、大阪市が定めた「大阪市における障がいを理由とする差別の解消の推進に

関する対応要領」を踏まえた、従事者向けの研修等を実施すること。また、研修実施後速やか

に別紙４「障がいを理由とする差別の解消の推進のための合理的配慮の提供に係る研修実施報

告書」により報告すること。 

(4) 研修にかかる一切の経費は派遣元事業主の負担とする。 

   

15 派遣労働者及びその他関係人の義務等 

派遣元事業者は、派遣労働者に対して、派遣労働者が次の(1)から(9)に掲げる事項を遵守するよ

うに指導しなければならないものとする。 

 (1) 服装及び身だしなみは常に清潔にし、児童生徒等に不快感を与えないようにすること。 
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 (2) 児童生徒等への対応は、親切かつ丁寧に行うこと。 

 (3) 従事時間中は私語を慎み、品位の保持に努めること。 

 (4) 指揮命令者の許可なく従事場所から離れることは原則として認めない。 

 (5) 公に周知されている情報を除き、派遣期間中及び派遣期間終了後においても、本業務で知り得

た個人情報及び機密情報等において、第三者への開示又は漏えい、資料等の複写・複製を行って

はならない。 

 (6) 業務執行中に疑義が生じたときは、必ず派遣先の職員へ相談し、その指示を受けること。 

 (7) 事故等が発生したときは、必ず速やかに派遣先の職員へ報告すること。 

 (8) 児童生徒等をカメラ・携帯電話・スマートフォン等で撮影（写真・動画とも）しないこと。 

（9）更衣・休憩等については、派遣先が提供する場所を利用すること。なお、飲食後には、後片付

け等を行い、清潔を努めること。 

 

16 派遣元事業主の責務 

 (1) 派遣元事業主は、「15 派遣労働者及びその他関係人の義務等」の各項の義務等を派遣労働者

その他関係人に遵守させ、派遣労働者が派遣先の指揮命令に忠実に従い、職務の規律、秩序及び

施設管理の諸規則、業務の心得等を厳守し、就業規則に違反しないよう、教育指導等の適切な措

置を講じること。特に、守秘義務及び個人情報保護の遵守については十分な措置を講じること。 

 (2) 派遣労働者が従事する業務について、派遣先責任者及び指揮命令者と連携して適切な教育・指

導を行うとともに、本業務の円滑な遂行に対して必要な派遣労働者の受入れ準備、初期教育、実

施体制構築、質問・苦情対応、進捗管理及び急な増員要請等の管理業務を、派遣元事業主におい

てサポートすること。 

 (3) 守秘義務違反や就業規則違反等、派遣労働者が法律等、業務及びその他の取り決めに違反した

場合、派遣元事業主と派遣労働者は、連帯してその責務を負う。 

 (4) 業務実施に必要な装備に係る経費は、派遣元事業主が負担すること。 

 

17 派遣労働者の福祉の増進のための便宜供与 

  業務実施に必要な施設、機器、備品、消耗品及び光熱水費等は無償で使用できるものとする。た

だし、これらの使用にあたっては、派遣元事業主は派遣労働者に対し善良な管理者の注意を払うと

ともに、施設内管理上の指示事項を遵守させること。なお、派遣労働者の過失により供与したもの

に損害があった場合は、派遣先、派遣元事業主及び派遣労働者と協議のうえ、派遣元事業主の責任

において速やかに復元するものとする。 

 

18 派遣労働者からの苦情処理方法 

  派遣元事業主又は派遣先において、派遣労働者から苦情の申し出を受けたときには、ただちに

各々の責任者へ連絡するものとし、派遣元事業主もしくは派遣元の責任者及び派遣先の責任者が

連携・協力して誠意をもって当該苦情の適正かつ迅速な処理を図ることとし、その結果について当

該派遣労働者に通知するものとする。 

 

19 派遣労働者の継続性の確保 
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 (1) 派遣元事業主は、むやみに派遣労働者を交代してはならない。 

 (2) 派遣労働者が長期に渡る病気欠勤等により、派遣労働者の人員に欠員が生じる場合、派遣元事

業主は責任をもって速やかに代替要員の確保を図ること。その際には、同派遣労働者と同等の業

務を求めることとする。 

 (3) 派遣元事業主や派遣労働者の責により派遣労働者を交代する場合、その代替の派遣労働者に

係る研修期間中の派遣労働者への賃金及びその研修に係る費用については派遣元事業主にて負

担すること。 

 

20 派遣労働者の交代 

  次のいずれかの事情が発生した場合、派遣先責任者はその理由を示して、派遣労働者の交代を求

めることができる。その場合は、派遣元事業主は速やかに適正な措置を行うこととし、代替要員に

ついては同派遣労働者と同等の業務が実施できるよう、業務に係る研修も含めて必要な教育を派

遣元事業主において実施すること。 

 (1) 無断欠勤、長時間の離席、業務命令不履行、勤務態度が不良である場合 

 (2) 派遣就業中に派遣業務に関連のない事業等の勧誘や布教活動等を行った場合 

 (3) 業務遂行能力が著しく欠落していると、派遣先責任者が認める場合 

 (4) その他、本業務を実施していくうえで不適当と考える事由が生じた場合 

 

21 履行報告 

  本業務の履行にあたって、毎月、各派遣先における派遣労働者ごとの勤務時間実績を分単位で取

りまとめ、本市に報告すること。なお、報告する様式、勤務時間実績以外の報告事項及び本市にお

いて履行確認するための検査方法やその結果の通知方法については、契約締結後、協議のうえ決定

する。 

 

22 支払方法 

  本業務の履行完了後、検査に合格した場合は、出来高部分に相応する契約金額相当額について、

所定の手続きにより部分払いを請求することができる。ただし、この請求は月１回を超えることが

できない。 

 

23 派遣労働者の通知 

  派遣元事業主は、派遣労働者の氏名など労働者派遣法及び同法施行規則に定める事項を派遣先

に通知すること。 

 

24 その他 

 (1) 派遣元事業主はトラブルや事故が生じた場合や予定していた業務を実施できなかった場合は、

それらの発生の帰責の如何に関わらず、派遣先に速やかに報告するとともに、解決に向けて派遣

先と協議し対応したうえで、遅延なく書面により詳細な事故報告書及び具体的な防止策を提出

すること。 

 (2) 派遣労働者の健康保険、雇用保険、厚生年金保険等の社会保険加入手続きは、派遣元事業主が
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これを行い、各保険料については派遣元事業主が負担する。 

 (3) 派遣労働者の交通費は、派遣元事業主の負担とする。 

 (4) 出勤簿の様式は派遣元事業主で作成し、派遣先の承認を得ること。また、派遣労働者が出勤日

ごとに記載し、派遣先責任者が確認するものとする。 

 (5) 職員等の公正な職務の執行の確保に関する条例を遵守すること。 

 (6) 大阪市暴力団排除条例及び大阪市暴力団排除条例施行規則を遵守すること。 



（別紙１）
派遣先（就業先）、派遣人数、就業時間

No 担当 派遣先（就業先）施設名 所在地 電話番号 派遣人数 就業時間

1
大阪市立天下茶屋
小学校

大阪市西成区
聖天下１丁目11番35号

06-6661-8741 1名
8時00分から16時30分まで
（休憩時間45分間を含む。）

2
大阪市立岸里
小学校

大阪市西成区
千本中１丁目８番22号

06-6659-2574 1名
8時00分から16時30分まで
（休憩時間45分間を含む。）

3
大阪市立玉出
小学校

大阪市西成区
玉出中２丁目13番48号

06-6659-2000 1名
8時00分から16時30分まで
（休憩時間45分間を含む。）

4
大阪市立千本
小学校

大阪市西成区
千本中２丁目８番８号

06-6651-6464 1名
8時00分から16時30分まで
（休憩時間45分間を含む。）

5
大阪市立橘
小学校

大阪市西成区
橘２丁目１番29号

06-6651-0456 1名
8時00分から16時30分まで
（休憩時間45分間を含む。）

6
大阪市立まつば
小学校

大阪市西成区
梅南３丁目２番25号

06-6651-3428 1名
8時00分から16時30分まで
（休憩時間45分間を含む。）

7
大阪市立長橋
小学校

大阪市西成区
長橋２丁目３番21号

06-6561-4692 1名
8時00分から16時30分まで
（休憩時間45分間を含む。）

8
大阪市立北津守
小学校

大阪市西成区
北津守３丁目３番40号

06-6568-0415 1名
8時00分から16時30分まで
（休憩時間45分間を含む。）

9
大阪市立南津守
小学校

大阪市西成区
南津守６丁目１番１４号

06-6659-3000 1名
8時00分から16時30分まで
（休憩時間45分間を含む。）

10
大阪市立新今宮
小学校

大阪市西成区
花園北１丁目８番32号

06-6631-2711 1名
8時00分から16時30分まで
（休憩時間45分間を含む。）

11
大阪市立天下茶屋
中学校

大阪市西成区
橘１丁目８番２号

06-6651-6512 1名
8時00分から16時30分まで
（休憩時間45分間を含む。）

12
大阪市立今宮
中学校

大阪市西成区
花園北１丁目８番32号

06-6631-2711 1名
8時00分から16時30分まで
（休憩時間45分間を含む。）

13
大阪市立成南
中学校

大阪市西成区
千本中１丁目17番10号

06-6651-4635 1名
8時00分から16時30分まで
（休憩時間45分間を含む。）

14
大阪市立鶴見橋
中学校

大阪市西成区
長橋３丁目９番23号

06-6562-0001 1名
8時00分から16時30分まで
（休憩時間45分間を含む。）

15
大阪市立玉出
中学校

大阪市西成区
玉出西１丁目15番37号

06-6659-2761 1名
8時00分から16時30分まで
（休憩時間45分間を含む。）

16
大阪市立梅南
中学校

大阪市西成区
梅南３丁目３番17号

06-6658-4321 1名
8時00分から16時30分まで
（休憩時間45分間を含む。）

17 区居場所 支援員 
大阪市立今宮
中学校

大阪市西成区
花園北１丁目８番32号

06-6631-2711 1名
8時00分から16時30分まで
（休憩時間45分間を含む。）

※就業時間については基本的な時間を記載しており、学校によって変更する場合がある。
※発注者が必要と認める場合は、契約金額の範囲内で派遣人数を変更する場合がある。

区登校支援・
見守り支援員



（別紙２）
派遣先（就業先）・派遣元体制表

責任者
苦情の申し出を

受けるもの
責任者 指揮命令者

苦情の申し出を
受けるもの

1
大阪市立天下茶屋
小学校

2
大阪市立岸里
小学校

3
大阪市立玉出
小学校

4
大阪市立千本
小学校

5
大阪市立橘
小学校

6
大阪市立まつば
小学校

7
大阪市立長橋
小学校

8
大阪市立北津守
小学校

9
大阪市立南津守
小学校

10
大阪市立新今宮
小学校

11
大阪市立天下茶屋
中学校

12
大阪市立今宮
中学校

13
大阪市立成南
中学校

14
大阪市立鶴見橋
中学校

15
大阪市立玉出
中学校

16
大阪市立梅南
中学校

17 区居場所支援員 
大阪市立今宮
中学校

区登校支援・
見守り支援員

派遣先（就業先）施設名

派遣先（就業先）派遣元

No 担当



.

（別紙３）

月　　日 区分 研修テーマ 講師・研修方法 会　　場 時間数 対象（受講人数）
（例）
　３月１４日

⑤ パワハラ防止他
講師名：〇〇　〇〇
研修方法：事業主のつどい

大阪市中央公会堂 ３時間 管理職（２名）

令和７年度　人権問題研修実施報告書

＊区分：次に該当する研修の番号を記入ください。
　　①　派遣元事業主独自で行う研修
　　②　所管局が主催する研修
　　③　大阪市人権啓発・相談センターが市民啓発として実施している事業（啓発ビデオ試写会、ヒューマニティ演劇のつどい等）
　　④　区が中心となって実施している事業（人・愛・ふれあいプラザ事業、人権展等）
　　⑤　大阪市企業人権推進協議会が実施している事業（事業主のつどい、人権問題入門セミナーなど）
　　⑥　その他：上記に当てはまらないもの

＊受講職員（人数）：自社（団体）の管理職、その他の団体常勤職員、非正規職員に分けて、受講人数を記載してください



【別紙４】

１　事業者名等

事業者名

担当者名

連絡先

２　研修内容

月　　日 講師・研修方法等
時間
（分）

対象（受講人数）

令和７年度　障がいを理由とする差別の解消の推進
のための合理的配慮の提供に係る研修実施報告書



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

暴力団等の排除に関する特記仕様書 

 

１ 暴力団等の排除について     

(1) 派遣元事業主（派遣元事業主が共同企業体であるときは、その構成員のいずれかの者。

以下同じ。）は、大阪市暴力団排除条例（平成 23年大阪市条例第 10号。以下「条例」とい

う。）第 2 条第 2 号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は同条第 3 号に規

定する暴力団密接関係者（以下「暴力団密接関係者」という。）に該当すると認められる者

と下請契約、資材・原材料の購入契約又はその他の契約をしてはならない。 

(2) 派遣元事業主は、条例第 7条各号に規定する下請負人等（以下「下請負人等」という。）

に、暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認められる者と下請契約、資材・原材料

の購入契約又はその他の契約をさせてはならない。 

また、派遣元事業主は、下請負人等が暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認め

られる者と下請契約、資材・原材料の購入契約又はその他の契約をした場合は当該契約を

解除させなければならない。  

(3) 派遣元事業主は、この契約の履行にあたり暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると

認められる者から条例第 9 条に規定する不当介入（以下「不当介入」という。）を受けたと

きは、速やかに、この契約に係る本市監督職員若しくは検査職員又は当該事務事業を所管す

る担当課長（以下「監督職員等」という。）へ報告するとともに、警察への届出を行わなけ

ればならない。 

また派遣元事業主は、下請負人等が暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認められ

る者から不当介入を受けたときは、当該下請負人等に対し、速やかに監督職員等へ報告する

とともに警察への届出を行うよう、指導しなければならない。 

(4) 派遣元事業主及び下請負人等が、正当な理由なく本市に対し前号に規定する報告をしな

かったと認めるときは、条例第 12条に基づく公表及び大阪市競争入札参加停止措置要綱に

よる停止措置を行うことがある。 

(5) 派遣元事業主は第 3 号に定める報告及び届出により、本市が行う調査並びに警察が行う

捜査に協力しなければならない。 

(6) 派遣先及び派遣元事業主は、暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認められる者

からの不当介入により契約の適正な履行が阻害されるおそれがあるときは、双方協議の上、

履行日程の調整、履行期間の延長、履行内容の変更その他必要と認められる措置を講じる

こととする。 

２ 誓約書の提出について 

    派遣元事業主及び下請負人等は、暴力団員又は暴力団密接関係者でない旨の誓約書を提

出しなければならない。ただし、派遣先が必要でないと判断した場合はこの限りでない。 

 

 



特記仕様書 

 

派遣先と本契約を締結した派遣元事業主は、この契約の履行に関して、派遣先の職員か

ら違法又は不適正な要求を受けたときは、その内容を記録し、直ちに派遣先の西成区役所

総務課（連絡先：06-6659-9625）に報告しなければならない。 

 

 

 

公正な職務の執行の確保に関する特記仕様書 

 

 

（条例の遵守） 

第１条 派遣元事業主および派遣元事業主の役職員は、本契約にかかる業務（以下「当該

業務」という。）の履行に際しては、「職員等の公正な職務の執行の確保に関する条例」（平

成 18 年大阪市条例第 16 号）（以下「条例」という。）第 5 条に規定する責務を果たさな

ければならない。 

 

（公益通報等の報告） 

第２条 派遣元事業主は、当該業務について、条例第 2 条第 1 項に規定する公益通報を受

けたときは、速やかに、公益通報の内容を派遣先（西成区役所総務課）へ報告しなけれ

ばならない。 

２ 派遣元事業主は、公益通報をした者又は公益通報に係る通報対象事実に係る調査に協

力した者から、条例第 12条第 1項に規定する申出を受けたときは、直ちに、当該申出の

内容を派遣先（西成区役所総務課）へ報告しなければならない。 

 

（調査の協力） 

第３条 派遣元事業主及び派遣元事業主の役職員は、派遣先又は大阪市公正職務審査委員

会が条例に基づき行う調査に協力しなければならない。 

 

（公益通報に係る情報の取扱い） 

第４条 派遣元事業主の役職員又は派遣元事業主の役職員であった者は、正当な理由なく

公益通報に係る事務の処理に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

 

（派遣先の解除権） 

第５条 派遣先は、派遣元事業主が、条例の規定に基づく調査に正当な理由なく協力しな

いとき又は条例の規定に基づく勧告に正当な理由なく従わないときは、本契約を解除す

ることができる。 

 

 

（派遣先：西成区役所 派遣元事業主：当該業務実施事業者） 

 


